
第6章:
低炭素技術の移転を通じたアジアにおける環境親和型開発の実現

I. はじめに

 アジアは世界で最も経済成長が著しい地域である アジアは世界で最も経済成長が著しい地域である。

 そうした経済発展はこの地域の貧困を撲滅する大きなチャンスと
なる一方で 持続可能な開発という考え方に沿って適切な制度設なる一方で、持続可能な開発という考え方に沿って適切な制度設
計を行わなければ、温室効果ガス（GHG）排出の急増をもたらす
ことになる。

 持続可能な開発という考え方に沿って適切な制度設計を行わなけ
れば、気候変動が生じ、この地域の将来的な環境の質と国民の
健康、さらには世界全体のそれを重大な危険にさらす。

WP4 Launch session ISAP2012                                                                                                          Jul. 25th ,2012 1

第6章:
低炭素技術の移転を通じたアジアにおける環境親和型開発の実現

 アジアへの、あるいはアジア内部における低炭素技術移転は、アジア
地域において環境親和型開発を実現するために重要な役割を果たす
ことができる。ことができる。

Fig.1:
Expected trend of energy related CO2 emission 
under various scenarios

Table1:
IEAリファレンスシナリオ」と比較した「IEA 450シナリオ」の要因別エネルギー

under various scenarios
関連CO2排出削減量：ASEAN地域
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Source: Energy technologies perspective (EIA. 2010)
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II. 課題：

1. 移転を要する技術とは

2. どのメカニズムを経由するか
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1. 移転を要する技術とは
-展開・普及段階に達した低炭素技術。そうした技術は、移転を妨げる障害、特にUNFCCCプ
ロセス下で依然として議論の紛糾が続いている障害（IPR、MRV、資金調達等）との関連が少
なない。

-受領国のニーズにマッチした低炭素技術。これは単なる技術の移転ではなく、むしろ技術を応
用するプロセスである。用する ある。

-力を割くべきなのはハード面の技術移転だけではない。移転は技術上の知識とスキルも伴っ
ていなければならない。

UNFCCCに基づいて行われた技術の開発と移転に関する交渉の結果
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幅広く実用化され、海外進出の段階にある主な技術
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2.どのメカニズムを経由するか
2.1既存のメカニズムの欠点

地球環境 （ ） 地球環境ファシリティ（GEF）
GEFは環境親和型技術の発展途上国への展開・普及を推進するための基金で、現状では最も大規模な

資金メカニズムである。
主な問題点:
承認までにかかる時間の長さ-承認までにかかる時間の長さ；

-新しい案件への対応の遅さ；
-追加投資の必要性；
-その他。

 クリーン開発メカニズム（CDM）
GHG排出量に価格を設定することは、CDMを通じた低炭素技術の展開と普及を容易にする有効な手

段である。CDMプロジェクト2,100件のうち、およそ36%が技術移転を伴っている。
主な問題点:主な問題点:
-管理手続きの複雑さ；
-一方向的なCDMプロジェクトが多数を占めている；
-大規模な認証排出削減が可能な特定のプロジェクトが制約を受けている；
-プロジェクトの分布が一部の発展途上国に偏っている；
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-プロジェクトの分布が一部の発展途上国に偏っている；
-その他。
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2.1 既存のメカニズムの欠点

 低炭素技術の移転のための多国間・二国間イニシアティブ
これらのイニシアティブは技術移転の活性化に威力を発揮するこれらのイニシアティブは技術移転の活性化に威力を発揮する。

主な問題点:
-イニシアティブに民間部門の参加は限られている。
-大多数のイニシアティブは技術移転関連情報の収集と共有（情報ハブとしての役割）だけに比重

を置いて、知識と能力の開発や実行可能性に対する評価を軽視する。

 海外直接投資(FDI)  海外直接投資(FDI) 
低炭素技術分野のFDIは今後も大幅に増える見通しで、そのかなりの部分を民間セクター
が担うことになる。

課題:課題:
-受領国の企業の能力に関する問題
-受領国の運用環境に関する問題
-供給国の技術提供者に関する問題
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2. どのメカニズムを経由するか
2.2低炭素技術の移転推進に向けた新戦略

 技術移転に対して排出削減クレジットという形の報奨を付与
のメカ ズムの案は COP17で設立されたダ バン プラ ト ム作業部会で議論される と

 技術移転に対して排出削減クレジットという形の
報奨を付与

このメカニズムの案は、COP17で設立されたダーバン・プラットフォーム作業部会で議論されること
になっている。ただし、本章ではこの新メカニズムに関する交渉の進展を待つ一方で、まず
UNFCCCに基づく既存のCDMプロセスから取り組みを始めるよう提案する。

CDMプロジェクトに対する批判を回避するために、移転された低炭素技術と受領国によって技
術移転クレジット（TTC）の数量を変えなければならない さらに 展開・普及段階にあるハード技術報奨を付与

 民間セクタ の二国間 多国間イニシアティブへ

術移転クレジット（TTC）の数量を変えなければならない。さらに、展開 普及段階にあるハ ド技術
の移転に関する報奨制度をから始めなければならない。

 民間セクターの二国間・多国間イニシアティブへの参加を強化
物理的なインセンティブ（資金 IPR保護 市場シェア拡大等）だけでなく 非物理的なインセンティブ 民間セクターの二国間・多国間イニシアティブへ
の参加を強化
物理的なインセンティブ（資金、IPR保護、市場シェア拡大等）だけでなく、非物理的なインセンティブ
（名誉、公式表彰等）も含まれる安定したインセンティブの枠組みを確立しなければならない。

 低炭素技術分野の海外直接投資（FDI）の促進
低炭素分野のFDIによる低炭素技術の移転を実現するには 技術的進歩だけでは十分ではない

 低炭素技術分野の海外直接投資（FDI）の促進
低炭素分野のFDIによる低炭素技術の移転を実現するには、技術的進歩だけでは十分ではない。
さらなる支援活動及びインセンティブが必要である:
-企業レベルのグリーン・ガバナンス
-政府レベルのグリーン・ガバナンス
情報の共有 知識の開発に関して域内組織と国際組織による支援措置
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-情報の共有、知識の開発に関して域内組織と国際組織による支援措置


